
地球温暖化対策のための取組(緩和策)の例と国内の動向、社会状況の変化等 

 

 

⇒第６次エネルギー基本計画（電源構成： 2030年度に再エネ 18→ 36-38％）  

・住宅用太陽光発電と蓄電池の利用促進  

⇒ PPAモデル等による初期投資ゼロでの太陽光発電＋蓄電池の導入  

・事業者に対する再生可能エネルギーの導入に向けた側面的支援  

・地域マイクログリッドの構築  ⇒再エネ促進区域、脱炭素先行地域といった枠組みの登場 

 

 

・ COOL CHOICE（クールチョイス）の推進  

・家庭における省エネルギー機器（家庭用燃料電池、 HEMSなど）の導入支援  

・事業者に対する省エネルギー製品の開発支援や省エネルギー設備の導入支援  

⇒改正建築物省エネ法の成立（新築物件に省エネ基準適合義務付け、既存住宅の省エネ改修への融資制度の創設） 

 

 

・前橋市地域公共交通計画に基づく公共交通ネットワークの再構築  

⇒ぐんま共創モビリティ社会推進事業（デジタル田園都市国家構想推進交付金の採択）  

・シェアサイクル事業の環境構築  

・エコドライブやスマートムーブの推進  

⇒2035年までに乗用車の新車販売に占める電動車の割合を100％とすることが政府目標化 

 

 

・前橋市立地適正化計画に基づく都市機能の集積とまとまりのある居住の立地誘導  

・前橋市アーバンデザイン及び Green&Relax構想に基づくグリーンインフラの推進  

・スローシティの推進  ⇒スマートシティの推進 

 

 

・３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進  

⇒プラスチック資源循環促進法の施行  

・生ごみの排出削減・排出抑制（ごみ減量化器具購入助成、学校給食における生ご

み分解処理）  

・食品ロスの削減（フードバンク事業、食べきり協力店登録事業）  

 

 

・小中学校における環境学習  

・児童文化センターにおける環境学習  

・自然体験活動や出前講座の実施  
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